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建設キャリアアップシステムの利用状況（2025年8月末）

技能者の登録数

事業者の登録数

就業履歴数

171万人が登録

※労働力調査（R6）における建設業技能者数：300万人

30万社が登録

※うち一人親方は10.4万社

現場での利用は増加傾向
累積就業履歴数 22,000万突破

※8月は496万履歴を蓄積

出所：建設業振興基金データより国土交通省
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※事業者の登録数は、有効期限の更新をしなかった事業者の数を差し引いている
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就労管理（ペーパーレス化）
・ 施工体制技能者情報との照合
による本人確認に加え、就労資
格（在留資格、在留期限）
チェックを可能にする。

外国人建設技能者の円滑・適正な受入れのためのシステム開発（CCUSの利用促進）

入管庁の在留情報を活用することで、現場でのCCUSカードのタッチに
より、外国人技能者が必要な就労資格を有しているか確認可能とする。

外国人技能者
現場での
CCUSカードの
タッチ

就労管理 就業履歴の蓄積
外国人技能者の就業履歴をCCUSに確実に蓄積することで、適
正な処遇・評価を確保するとともに、計画的な育成を行える環境を
整備する。

建設特定技能受入計画
審査・認定

建設キャリアアップシステム
（CCUS）

入管庁
在留情報外国人就労管理システム

国交省

在留情報在留情報

基本情報 認定情報

就業履歴の蓄積 在留資格審査・許可

外国人建設技能者の受入れを管理する「外国人就労管理システム」について、出入国在留管理庁
の在留情報や建設キャリアアップシステム（CCUS）と連携させることにより、外国人建設技能者の
円滑かつ適正な就労管理及び就業履歴の蓄積による処遇の確保・育成を推進する。

就業履歴の蓄積
・ 入場日
・ 立場
・ 作業内容
・ 工事名、工事内容 等

連携 連携

※システムでの連携により受入手続きが円滑化

※ 併せて、（一社）建設技能人材機構（JAC）において、カードリーダーの普及支援策を検討中。 2


